
2021 年 11 月 15 日 

 

一般社団法人 北陸スマートエネルギー・環境推進協会の設立について 

 

日本海ガス株式会社 

北陸電力株式会社 

北酸株式会社 

日本海建興株式会社 

北陸電気工事株式会社 

北陸電力ビズ・エナジーソリューション株式会社 

北電技術コンサルタント株式会社 

 

日本海ガス株式会社（社長：土屋 誠、本社：富山県富山市）、北陸電力株式会社、北酸

株式会社、日本海建興株式会社、北陸電気工事株式会社、北陸電力ビズ・エナジーソリュー

ション株式会社、北電技術コンサルタント株式会社の 7 社は、2050 年カーボンニュートラ

ルの実現を目指した北陸地域の脱炭素化支援に向け、本日（11 月 15 日）、「一般社団法人 

北陸スマートエネルギー・環境推進協会」を設立しましたのでお知らせいたします。 

当協会は、環境保全やエネルギーの有効利用の推進を主題に、関連する諸課題について調

査・研究を行い、脱炭素化に向けた取組み支援を通じて、当協会の会員の方々とともに、北

陸の「地域の活性化」や「産業の発展」に貢献することを目指してまいります。 

 

■協会の概要 

名 称 ：一般社団法人 北陸スマートエネルギー・環境推進協会 

所 在 地 ：富山県富山市牛島町１５番地１ 

代表理事 ：金沢工業大学 教授 垂水 弘夫 

目 的 ：2050 年カーボンニュートラルの実現を目指し、脱炭素化に向けた取組 

み支援を通じて、北陸の「地域の課題解決」、「地域の活性化」や「産業

の発展」の貢献に資する活動を行う 

 

■主な活動内容 

① 研修会・見学会・セミナー等の開催 

② 建築関係、環境保全、各種エネルギーの有効活用等の技術情報の発信 

③ 建築関係、環境保全、各種エネルギーの有効活用等に資する技術の調査・研究 

④ 上記に附帯又は関連する事業 

 



■会員構成 

正会員 ：会員数（民間企業 26 社、2 団体） 

特別会員 ：会員数（49 自治体、有識者 7 名） 

 

■オブザーバー 

農林水産省 北陸農政局 

経済産業省 中部経済産業局・近畿経済産業局 

国土交通省 北陸地方整備局・近畿地方整備局 

環境省 中部地方環境事務所 

 

以 上 

 

 

■本件に関する問い合わせ 

日本海ガス絆ホールディングス株式会社 

担当：４D 推進室 牧田 

TEL：076-443-2630 

 

■その他問い合わせ 

日本海ガス株式会社 

担当：総務部 総務グループ 金瀬 

TEL：076-433-1212 



一般社団法人
北陸スマートエネルギー・環境推進協会の概要

日本海ガス株式会社

北陸電力株式会社

北酸株式会社

日本海建興株式会社

北陸電気工事株式会社

北陸電力ビズ・エナジーソリューション株式会社

北電技術コンサルタント株式会社

添付資料



１．設立の背景

北陸地域の2050年カーボンニュートラルの実現に向けて、地域の「産」・「学」・
「官」をつなぎ、脱炭素化推進に向けた活動を支援する協会を設立

・2050年カーボンニュートラルの実現に向け、自治体、民間企業、一般家庭と、社会全体で
脱炭素化に向けて取り組んでいく必要があり、そうした取組み支援に対する社会的ニーズが
高まっている。
・脱炭素化社会の早期実現には、脱炭素化により地域の課題解決や成長に寄与するよう
進めることが重要であり、地域のステークホルダーが共に協力して推進していく必要がある。

（一社）北陸スマートエネルギー・環境推進協会

産 学

官 自治体

地域の大学民間企業

hseep :Hokuriku Smart Energy & Environment Promotion association



２．団体概要

団体名 一般社団法人 北陸スマートエネルギー・環境推進協会

所在地 富山県富山市牛島町１５番１号

目的
2050年カーボンニュートラルの実現を目指し、脱炭素化に向けた取組み支
援を通じて、北陸の「地域の活性化」、「産業の発展」に貢献する

代表理事 金沢工業大学 建築学部 教授 垂水 弘夫

会
員

正会員 民間企業数：26社 、 団体数：２団体

特別会員
有識者数 ：７名（金沢工業大学2、金沢大学１、富山大学２、

富山国際大学１、福井大学１）
自治体数 ：49自治体

オブザーバー

農林水産省 北陸農政局
経済産業省 中部経済産業局、近畿経済産業局
国土交通省 北陸地方整備局、近畿地方整備局
環境省 中部地方環境事務所

活動内容

・研修会・見学会・セミナー等の開催
・建築関係、環境保全、各種エネルギーの有効活用等の技術情報の発信
・建築関係、環境保全、各種エネルギーの有効活用等に資する技術の
調査・研究
・上記に附帯又は関連する事業


